接 触 禁 止 合 意 書
甲 ＿＿＿＿＿＿＿＿ と乙 ＿＿＿＿＿＿＿＿ は、乙による甲の配偶者 ＿＿＿＿＿＿＿＿ への接触禁止及び本件に関する情報取扱いについて、以下のとおり合意する。
記
第1条（接触禁止対象者）
乙は、甲の配偶者である＿＿＿＿＿＿＿＿に対し、本合意書締結日以降、正当な理由なく接触しない。
第2条（禁止される接触方法）
禁止される接触には、面会、電話、電子メール、LINE、SNS、DM、手紙、第三者を介した連絡、勤務先又は自宅付近への接近、待ち伏せ、偶然を装った接触、投稿への反応その他接触と評価され得る一切の行為を含む。
第3条（甲への迷惑行為禁止）
乙は、甲に対し、嫌がらせ、脅迫、名誉又は信用を害する言動、勤務先又は親族への連絡、SNS投稿、匿名掲示板への投稿その他甲の生活の平穏を害する行為をしない。
第4条（例外）
法令上必要な手続、弁護士その他専門家を通じた連絡、又は甲が事前に書面で承諾した連絡は、本合意書に違反しない。
第5条（情報削除及び拡散禁止）
乙は、本件に関して保有する写真、動画、メッセージ、連絡先、住所、勤務先、家族情報その他個人情報を第三者へ開示、送信、投稿、拡散しない。
第6条（守秘義務）
甲及び乙は、本件及び本合意書の存在・内容について、正当な理由なく第三者、勤務先、親族、SNS等へ開示又は漏えいしない。
第7条（違約金）
乙が第2条から第6条に違反した場合、乙は甲に対し、違反1回につき金＿＿＿＿＿＿円を違約金として支払う。ただし、甲に生じた損害が当該金額を上回る場合、甲は別途損害賠償を請求できる。
第8条（証拠保存）
甲は、乙による違反行為があった場合、当該連絡、投稿、接近、通話履歴等を証拠として保存し、必要に応じて専門家又は裁判所等へ提出できる。
第9条（合意管轄）
本合意書に関して紛争が生じた場合、甲の住所地を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所を第一審の合意管轄裁判所とする。
本合意の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙署名押印のうえ、各自1通を保有する。
令和　　　年　　　月　　　日
（甲）
住所（甲による自署） ______________________________
氏名（甲による自署） ______________________________　印
（乙）
住所（乙による自署） ______________________________
氏名（乙による自署） ______________________________　印
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